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《概　観》

我が国経済の最近の動向をみると、個人消費は、収入が低迷していることから、足

踏み状態となっている。住宅建設は、年度前半に比べやや水準を下げているものの、

マンションが好調であることや持家の動きを反映して、直近は増加している。設備投

資は、一部に持ち直しの動きがみられるものの、減少基調が続いている。公共投資

は、．着工は低調に推移しており、事業の実施も前年を下回っている。輸出は、アジア

向けを中心に、増加している。

在庫は、在庫率が前年水準を大幅に下回るなど、調整はおおむね終了しつつある。

こうした中、生産は、持ち直しの動きが続いている。

雇用情勢は、残業時間や求人の増加といった動きがあるものの、完全失業率が高

水準で推移するなど、依然として厳しい。

企業収益は、持ち直しの動きが続いている。また、企業の業況判断は、なお厳しい

が改善が進んでいる。

以上のように、景気は、民間需要の回復力が弱く、厳しい状況をなお脱していない

が、各種の政策効果やアジア経済の回復などの影響で、緩やかな改善が続いてい

る。

政府は、公需から民需へのバトンタッチを円滑に行い、景気を本格的な回復軌道に

乗せていくとともに、21世紀の新たな発展基盤を築くため、経済新生対策を始めとす

る諸施策を推進する。

なお、12月19E‖こ平成12年度の実質経済成長率を1．0％程度と見込んだ「平成

12年度の経済見通しと経済運営の基本的態度」を閣議了解し、また、12月24日に

は84兆9，900億円（前年度当初比3．8％増）の平成12年度一般会計予算（概算）

を閣議決定した。



我が国経済：需要面をみると、個人消費は、収入が低迷していることから、足踏み

状態となっている。住宅建設は、年度前半に比べやや水準を下げているものの、マン

ションが好調であることや持家の動きを反映して、直邸ま増加している。設備投資は、

一部に持ち直しの動きがみられるものの、減少基調が続いている。公共投資は、着

工は低調に推移しており、事業の実施も前年を下回っている。

産業面をみると、在庫は、在庫率が前年水準を大幅に下回るなど、調整はおおむ

ね終了しつつある。こうした中、鉱工業生産は、持ち直しの動きが続いている。企業

収益は、持ち直しの動きが続いている。また、企業の業況判断は、なお厳しいが改善

が進んでいる。企業倒産件数は、おおむね横ばいとなっている。

雇用情勢は、残業時間や求人の増加といった動きがあるものの、完全失業率が高

水準で推移するなど、依然として厳しい。

輸出は、アジア向けを中心に、増加している。輸入は、アジアからの輸入が増加基

調にあり、緩やかに増加している。国際収支をみると、貿易・サービス収支の黒字は、

おおむね横ばいとなっている。対米ドル円相場（インターバンク直物中心相場）は、1

2月は102円台から103円台で推移したが、1月月央には106円台まで下落した。

物価の動向をみると、国内卸売物価は、おおむね横ばいで推移している。また、消

費者物価は、安定している。

最近の金融情勢をみると、短期金利は、12月は月央にかけて低下し、その後上昇

したが、年末から1月月央にかけて再び低下した。長期金利は、12月はやや低下し

た後、1月は月央にかけておおむね横ばいで推移した。株式相場は、12月から1月

月央にかけて一進一退で推移した。マネーサプライ（M2＋CD）は、12月は前年同月

比2．6％増となった。また、企業金融のひっ迫感は緩和しているが、民間金融機関

の貸出は依然低調である。

海　外　経　済：主要国の経済動向をみると、アメリカでは、先行きには不透明感も

みられるものの、景気は拡大を続けている。実質GDPは、99年4～6月期前期比年

率1．9％増の後、7～9月期は同5．7％増となった。個人消費、設備投資は増加し

ている。住宅投資は減少した。鉱工業生産（総合）は増加している。雇用は拡大して

いる。物価は総じて安定している。財の貿易収支赤字（国際収支ベース）は、過去最

高水準となった。12月の長期金利（30年物国債）は、月前半はやや低下したものの
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その後は大きく上昇し、月初と月末を比較すると上昇した。株価（ダウ平均）は、上昇

基調で推移した。

西ヨーロッパをみると、ドイツでは、景気は改善している。フランスでは、景気は拡大

している。イギリスでは、景気は改善している。鉱工業生産は、ドイツではほぼ横ばい

で推移している。フランス、イギリスでは増加している。失業率は、ドイツでは高水準な

がらもこのところやや低下している。フランスでは高水準ながらもやや低下しており、

イギリスでは低水準で推移している。物価は、安定している。なお、イングランド銀行

は1月13日、政策金利（レポ金利）を0．25％ポイント引き上げ、5．75％とした。
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ている。

国際金融市場の12月の動きをみると、米ドル（実効相場）は、ほぼ横ばいで推移し

た。

国際商品市況の12月の動きをみると、CRB商品先物指数は、中旬にかけ202ポ

イント割れしたものの、その後は205ポイント前後のレンジ内で上下した。原油スポッ

ト価格（北海ブレント）は、24～27ドルの間で乱高下しながら推移した。

1国内需要：足踏み状態にある個人消費

個人消暑は、収入が低迷していることから、足踏み状態となっている。

家計調査でみると、実質消費支出（全世帯）は前年同月比で10月2．3％減の後、

11月（速報値）は2．9％減（季節調整済前月比0．0％）となった。世帯別の動きをみ

ると、勤労者世帯で前年同月比2．4％滅、勤労者以外の世帯では同3．5％減となっ

た。形態別にみると、財、サービスともに減少となった。なお、消費水準指数は全世

帯で前年同月比2．7％減、勤労者世帯では同2．9％減となった。また、農家世帯

（農業経営統計調査）の実質現金消費支出は前年同月比で10月1．4％減となった。

小売売上面からみると、小売業販売額は前年同月比で10月0．3％減の後、11月

（速報値）は2．8％減（季節調整済前月比2．4％減）となった。全国百貨店販売績

（店舗調整済）は前年同月比で10月1．3％減の後、11月（速報値）4．5％減となっ

た。チェーンストア売上高（店舗調整後）は、前年同月比で10月0．3％減の後、11

月8．2％減となった。一方、耐久消費財の販売をみると、乗用車（軽を含む）新車新



規登録・届出台数は、前年同月比で12月（速報値）は1．8％滅となった。また、家電

小売金額（日本電気大型店協会）は、前年同月比で11月は0．8％滅となった。レジ

ャー面を大手旅行業者13社取扱金額でみると、11月は前年同月比で国内旅行が3

5％減、海外旅行は0．4％減となった。

呈全の動向を毎月勤労統計でみると、現金給与総額は、事業所規模5人以上では

前年同月比で10月0．0％の後、11月は0．1％増（事業所規模30人以上では同0

4％増）となり、うち所定外給与は、11月は同6．8％増（事業所規模30人以上では

同6．1％増）となった。実質賃金は、前年同月比で10月0．8％増の後、11月は1．

5％増（事業所規模30人以上では同1．7％増）となった。

住宅建設は、年度前半に比べやや水準を下げているものの、マンションが好調であ

ることや持家の動きを反映して、直近は増加している。

新設住宅着工をみると、総戸数（季節調整値）は、前月比で10月は9．6％減く前年

同月比0．6％滅）となった後、11月は3．4％増（前年同月比8．1％増）の9万8千戸

（年率118万戸）となった。11月の着工床面積（季節調整値）は、前月比6．8％増

（前年同月比11．7％増）となった。11月の戸数の動きを利用関係別にみると、持家

は前月比7．2％増（前年同月比3．4％増）、貸家は同2．2％減（同4．3％滅）、分

譲住宅は同9．8％増（同41．3％増）となっている。

設備投資は、一部に持ち直しの動きがみられるものの、減少基調が続いている。

日本銀行「企業短期経済観測調査」（12月調査）により設備投資の動向をみると、
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では同10．8％減（同1．6％下方修正）となった。また、中堅企業では、製造業で前

年度比15．5％減（9月調査比1．0％上方修正）、非製造業で同4．0％減（同1．

3％上方修正）となり、中小企業では製造業で同25．4％減（同5．2％上方修正）、

非製造業で13．3％減（同9．0％上方修正）となっている。

なお、11年7～9月期の設備投資を、大蔵省「法人企業統計季報」（全産業）でみる

と前年同期比で9．6％減（うち製造業20．2％減、非製造業3．4％滅）となった。

先行指標の動きをみると、当庁「機械受注統計調査」によれば、機械受注（船舶・電

力を除く民需）は、季節調整済前月比で10月は1．9％増（前年同月比5．5％増）の

後、11月は2．2％減（同1．8％滅）となり、基調としてはおおむね下げ止まりの動き

が見られる。



なお、10～12月期（見通し）の機械受注（船舶・電力を除く民需）は、季節調整済前

期比で2．8％滅（前年同期比4．7％減）と見込まれている。

民間からの建設工事受注鎮（50社、非住宅）をみると、前年を下回る水準が続いて

いたが、11月は季節調整済前月比27．1％増（前年同月比2．6％増）となった。内

訳をみると、製造業は季節調整済前月比64．6％増（前年同月比39．3％増）、非製

造業は同21．2％増（同3．7％減）となった。

公的需要関連指標をみると、公草投資は、着工は低調に推移しており、事業の実

施も前年を下回っている。

公共工事着工総工事費は、前年同月比で10月は23．2％減の後、11月は19．

0％滅となった。公共工事請負金額は、前年同月比で11月は2．5％減の後、12月

は12．7％減となった。官公庁からの建設工事受注額（50社）は、前年同月比で10

月34．8％減の後、11月は14．9％減となった。

2　生産雇用：持ち直しの動きが続く生産

鉱工業生産・埴荷・在厚の動きをみると、在庫は、在庫率が前年水準を大幅に下回

るなど、調整はおおむね終了しつつある。こうした中、生産・出荷は、持ち直しの動き

が続いている。

鉱工業生産（季節調整値）は、前月比で10月章．7％減の後、11月（速報）は、電気

機械、金属製晶等が増加したことから、3．8％増となった。また製造工業生産予測指

数（季節調整値）は、前月比で12月は輸送機械、電気機械等により1．7％減の後、

1月は電気機械、一般機械等により3．1％増となっている。鉱工業出荷（季節調整

値）は、前月比で10月2．1％減の後、11月（速報）は、生産財、資本財等が増加し

たことから、3．3％増となった。鉱工業生産者製品在庫（季節調整値）は、前月比で1

0月1．6％減の後、11月（速報）は、金属製晶、鉄鋼等が減少したものの、電気機械、

輸送機械等が増加したことから、0．6％増となった。また、11月（速報）の鉱工業生

産者製品在庫率指数（季節調整値）は97．9と前月を2．3ポイント下回った。

主な業種について最近の動きをみると、電気機械では、生産は11月は増加し、在

庫は11月は増加した。輸送機械では、生産は11月は増加し、在庫は11月は増加し

た。化学では、生産は2か月連続で増加し、在庫は11月は減少した。



第3次産業の動向を通商産業省「第3次産業活動指数」（10月調査、季節調整値）

でみると、前月比で9月0．7％減の後、10月（速報）は、不動産業、金融・保険業が

増加したものの、運輸・通信業、電気・ガス・熱供給・水道業等が減少した結果、同0．

7％減となった。

軍用情勢は、残業時間や求人の増加といった動きがあるものの、完全失業率が高

水準で推移するなど、依然として厳しい。

労働力需給をみると、有効求人倍率（季節調整値）は、10月0．48倍の後、11月0．

49倍となった。新規求人倍率（季節調整値）は、10月0．91倍の後、11月0．88倍、

となった。総務庁「労働力調査」による雇用者数は10月は前年同月比0．1％減（前

年同月差7万人滅）の後、11月は0．4％漉く同19万人減）となった。常用雇用（事業

所規模5人以上）は、10月前年由月比0．2％減（季節調整済前月比0．1％減）の後、

11月は同0．2％減（同0．0％）となり（事業所規模30人以上では前年同月比1．

5％減）、産業別には製造業では同2．0％滅となった。11月の完全失業者数（季節

調整値）は、前月差6万人減の3＿07万人、完全失業率（同）はこ10月4．6％の後、1

1月4．5％となった。所定外労働時間（製造業）は、事業所規模5人以上では10月前

年同月比5．7％増（季節調整済前月比0．7％減）の後、11月は同8．9％増（同0．

4％増）となっている（事業所規模30人以上では前年同月比8．1％増）。

前記「全国企業短期経済観測調査」（12月調査）によると、企業の雇用人員判断は、

過剰感が若干低下したものの、依然として高い水準にある。

企業の動向をみると、企業収益は、持ち直しの動きが続いている。また、企業の業

現判断は」なお厳しいが改善が進んでいる。

前記「企業短期経済観測調査」（12月調査）によると、大企業（全産業）では、経常

利諒は11年度上期には前年同期比4．1％の増益の後、11年度下期には同19．

8％の増益が見込まれている。産業別にみると、製造業では11年度上期に前年同期

比5．5％の減益の後、11年度下期には同49．7％の増益が見込まれている。また、

非製造業では11年度上期に前年同期比13．6％の増益の後、11年度下期には同

0．0％で横ばいが見込まれている。売上高経常利益率は、製造業では11年度上期

に3．34％になった後、11年度下期は3．94％と見込まれている。また、非製造業で

は11年度上期に2．34％となった後、11年度下期は2．29％と見込まれている。こ

うしたなかで、企業の業況判断をみると、製造業、非製造業ともに「悪い」超幅が縮小

した。
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また、中小企業の動向を同調査でみると、製造業では、経常利益は11年度上期に

は前年同期比98．5％の増益の後、11年度下期には同42．5％の増益が見込まれ

て．いる。また、非製造業では、11年度上期に前年同期比14．6％の増益の後、11

年度下期には同12．1％の増益が見込まれている。こうしたなかで、企業の業況判

断をみると、製造業、非製造業ともに「悪い」超幅が縮小した。

萱草倒産の堪況をみると、おおむね横ばいとなっている。

銀行取引停止処分者件数は、12月は1，074件で前年同月比39．7％増となった。

業種別に件数の前年同月比をみると、卸売業で65．6％の増加、農林・漁業・水産業

で16．7％の減少とならた。

3　国際収支：輸出は、アジア向けを中心に、増加

麹畠は、アジア向けを中心に、増加している。

通関輸出（数量ベース、季節調整値）は、前月比で9月3．5％増、10月0．9％減

の後、11月は0．2％減（前年同月比11．0％増）となった。11月の動きを品目別（金

額ベース）にみると、一般機械等が減少した。同じく地域別にみると、EU等が減少し

た。

麹Aは、アジアからの輸入が増加革調にあり、緩螢かに埴加凶ヽ墨。

通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で10月4．5％減の後、鉱物性燃

料輸入等の一時的な増加もあって11月15．0％増（前年同月比19．8％増）となっ

た。最近数か月の動きを品目別（金額ベース）にみると、鉱物性燃料等が増加した。

同じく地域別にみると、中東等が増加した。

通関収支差（季節調整値）は、10月に1兆1，424億円の黒字の後、11月は6，0

56億円の黒字となった。

国際埠葦をみると、貿易畑。

11月（速報）の貿易・サービス収支（季節調整値）は、前月に比べ、サービス収支の

赤字幅が縮小したものの、一時的な要因もあって輸入が大幅に増加したことから貿

易収支の黒字幅が縮小したため、その黒字幅は縮小し、5，128億円となった。また、

経常収支（季節調整値）は、経常移転収支の赤字幅は縮小したものの、貿易・サー



ビス収支及び所得収支の黒字幅が縮小したため、その黒字幅は縮小し、9，827億

円となった。投資収葺く原数値）は、1兆4，041億円の赤字となり、資本収支（原数

値）は、1兆4，2ラ3億円の赤字となった。

12月末の外貨準備高は、前月比161億ドル増加して2，881億ドルとなった。

外国為替市場における対米ドル円相場（インターバンク直物中心相場）は、12月は

102円台から103円台で推移したが、1月月央には106円台まで下落した。一方、

対ユーロ円相場（インターバンク17時時点）は、12月は102円台から105円台で

推移したが、1月月央には109円台まで下落した。

4　物価：国内卸売物価は、おおむね横ばいで推移

国内卸売物価は、おおむね横ばいで推移している。　　　　　　　　　　　　　L

12月の国内卸売物価は、電気機器（集積回路）等が下落したものの、食料用農畜

水産物（鶏卵）等が上昇したことから、前月比保合い（前年同月比0．6％の下落）とな

った。また、前記「全国企業短期経済観測調査」（大企業、12月調査）によると、製商

品需給バランスは、依然緩んだ状態にあるものの、引き続き改善がみられる。輸出物

価は、契約通貨ベースで保合いだったものの、円高から円ベースでは前月比1．5％

の下落（前年同月比7．7％の下落）となった。輸入物価は、契約通貨ベースで上昇し

たものの、円高から円ベースでは前月比0．6％の下落（前年同月比1．0％の下落）

となった。この結果、総合卸売物価は、前月比0．2％の下落（前年同月比1．5％の

下落）となった。

企業向けサービス価 は、11月は前年同月比1．0％の下落（前月比保合い）とな

った。

商品車握（月末対比）は「その他」等は下落したものの、繊維等の上昇により12月

は上昇した。12月の動きを品目別にみると、天然ゴム等は下落したものの、生糸等

が上昇した。

消費者物値は、安定している。

全国の生鮮食品を除く総合は、前年同月比で10月0．1％の下落の後、11月は一

般生鮮商品の下落幅の拡大等により0．2％の下落（前月比0．1％の下落、季節調



整済前月比保合い）となった。なお、総合は、前年同月比で10月0．7％の下落の後、

11月は昨年の生鮮食品の上昇の影響等により1．2％の下落（前月比0．6％の下

落、季節調整済南月比0．1％の下落）となった。

東京都区部の動きでみると、生鮮食品を除く総合は、前年同月比で11月0．3％の

下落の後、12月（中旬速報値）は、一般食料工業製品が保合いから下準となったこと

等により0．4％の下落（前月比0．1％の下落、季節調整済前月比0．1％の上昇）と

なった。なお、総合は、前年同月比で11月1．3％の下落の後、12月（中旬速報値）

は昨年の生鮮食品の上昇の影響等により1．5％の下落（前月比0．5由の下落、季

節調整済前月比0．3％の下落）となった。

5　金融財政：12年度予算（概算）を閣議決定

政府は平成11年12月24日、84兆9．900億円（前年度当初比3．8％増）の平成

12年度一般会計予算（概算）を閣議決定した。

最垣の金融情勢をみると、短期金利は、12月は月央にかけて低下し、その後上昇

したが、年末から1月月央にかけて再び低下した。長期金利は、12月はやや低下し

た後、1月は月央にかけておおむね横ばいで推移した。株式相場は、12月から1月

月央にかけて一進一退で推移した。M2＋CD（速報）は、12月は前年同月比2．6％

増となった。

短期金劉市場をみると、オーバーナイトレートは、12月から1月月央にかけておお

むね横ばいで推移した。2、3か月物は、12月は月央にかけて低下し、その後上昇し

たが、年末から1月月央にかけて再び低下した。

畢社僅市埠をみると、国債利回りは、12月はやや低下した後、1月は月央にかけて

おおむね横ばいで推移した。

国内銀行の軍串的置平均車利（新規実行分）は、11月は短期は0．031％ポイント

上昇し、長期は0．131％ポイント低下したことから、総合では前月比で0．019％ポ

イント低下し1．792％となった。

マネーサプライをみると、 M2＋CD（月中平均残高）は、12月（速報）は前年同月比

2．6％増となった。また、広義流動性は、12月（速報）は同2．3％増となった。



企業金融の動向をみると、金融機関（全国銀行）の貸出（月中平均残高）は、12月

（速報）は前年同月比5．9％滅（貸出債権流動化・償却要因等調整後2．2％滅）とな

った。12月のエクイティ市場での発行（国内市場発行分）は、転換社債が1，000億

円となった。また、国内公募事業債の起債実績は4，760億円（うち銀行起債分ゼロ）

となった。

前記「全国企業短期経済観測調査」（全国企業、12月調査）によると、資金繰り判

断は「苦しい」超が続いており、金融機関の貸出態度も「厳しい」超が続いているが、

特に大企業において改善の動きがみられる。

以上のように、企業金融のひっ迫感は緩和しているが、民間金融機関の貸出は依

然低調である。

株式市場をみると、日経平均株価は、12月から1月月央にかけて一進一退で推移

した。

6　海外経済：欧州の景気は改善

主要国の経済動向をみると、アメリカでは、先行きには不透明感もみられるものの、

景気は拡大を続けている。実質GDPは、99年4～6月期前期比年率1．9％増の後、

7～9月期は同5．7％増となった。個人消費、設備投資は増加している。住宅投資は

減少した。鉱工業生産（総合）は増加している。雇用は拡大している。雇用者数（非農

業事業所）は11月前月差22．2万人増の後、12月は同31．5万人増となった。失業

率は12月4．1％となった。物価は総じて安定している。12月の消費者物価は前年

同月比2．7％の上昇、12月の生産者物価（完成財総合）は同3．0％の上昇となっ

た。財の貿易収支赤字（国際収支ベース）は、過去最高水準となった。12月の長期

金利（30年物国債）は、月前半はやや低下したもののその後は大きく上昇し、月初と

月末を比較すると上昇した。株価（ダウ平均）は、上昇基調で推移した。

西ヨーロッパをみると、ドイツでは、景気は改善している。フランスでは、景気は拡大

している。イギリスでは、景気は改善している。99年7～9月期の実質GDPは、ドイツ

前期比年率2．9％増、フランス同3．9％増（確報値）、イギリス同3．1％増（確定値）

となった。鉱工業生産は、ドイツではほぼ横ばいで推移している。フランス、イギリスで

は増加している（鉱工業生産は、ドイツ11月前月比0．5％減、フランス10月間0．

8％増、イギリス10月岡0．2％増）。失業率は、ドイツでは高水準ながらもこのところ

やや低下している。フランスでは高水準ながらもやや低下しており、イギリスでは低水

●



準で推移している（失業率は、ドイツ12月10．2％、フランス11月10．8％、イギリス

11月4．1％）。物価は、安定している（消費者物価上昇率は、ドイツ12月前年同月

比1．2％、フランス12月間1．2％、イギリス11月岡1．4％）。なお、イングランド銀

行は1月13日、政策金利（レポ金利）を0．25％ポイント引き上げ、5．75％とした。

東アジアをみると、中国では、景気の拡大テンポは鈍化している。物価は下落して

いる。輸出は大幅に増加している。韓国では、景気は拡大している。失業率は低下し

ている。

国際奉祀市場の12月の動きをみると、米ドル（実効相場）は、時ぼ横ばいで推移し

●　　た。モルガン銀行発表の米ドル名目実効相場指数（1990年＝100）をみると・12月
31日現在105．9、11月末比0．6％の減価となっている。内訳をみると、12月31

日現在、対円では11月末比横ばい、対ユーロでは同0．2％増価した。

国際面晶市況の12月の動きをみると、CRB商品先物指数は、中旬にかけ202ポ

イント割れしたものの、その後は205ポイント前後のレンジ内で上下した。原油スポッ

ト価格（北海ブレント）は、24－27ドルの間で乱高下しながら推移した。

●



先月からの主要変更点

1 2 月月例 1 月月例

個人増量 個人消蓋は、秋口に比べ若手の改善

がみられるが、収入が低迷している

ことかち、足踏み状態を脱していな

k：○

個人消 蓋は、収入が 偲迷 しているこ

とから、屡踏み状態 となってい る。

住宅建設 住宅建設は、マンシすンは堅調声が．

持家及び管家が減少したため．直挿

住宅建設は、年唐前半に比べやや水

準夢下げているものの、マンシすン
はやや水準を下げている。 が好…周であることや持家の動きを反

映して一　定量斤は増加している。
吾受原投資 設備投資は、なお未婚な減少基調密

篤売いている。

設備授賢は、一計に持ち直しの動き

がみられるものの．減少基調が続い

エビ．互。
公共授賢 一公共投資は、事業の宴屋は前年並み

に達人でいるが、着工は偲調に推移

公共授 資は、着工は低調 に推移して

怒り．事業の宰庵も前年 を下囲って

さ已畳。してい る。

在厘 在原は、調整が進み＿　在慶事は前年

を下図る水準になってい る。

在厘は、在厘率が前年水準多夫幅に

下回るなど、痢登はおおむね終了し

2 2 あ．畳。
生産 生産 は、持 ち直しの動きがみ られる。 生産は、持ち直しの都膚 が続いてい

畳。

雇用 産月情勢は、残業時間立地 増加と 克月情勢は、一茂実時間全盛ム由増加

いった動きがあるものの、完全失莱 とい った動きがあるものの、完全失

率が高水準で推移するなど、俵然と 業率が高水準で推移するなど、儲黙

して厳しい。 として厳しい。

企業収益 企業収益は、持ち直してきた。 企業収益は、持ち直 しの勤星座盟吏

エさじ互。

国内卸売

物価

国内卸売物価は、下げ止まっている。 国内卸売物価は、おおむね棲ばいで

移 してい る。

組指判断 景気は、民間需要の回復力が弱 く、 景気は、民間需要の回復力が弱 く、

厳しい状況をなお脱していないが、 厳しい状況をなお脱していないが、

各種の政策効果に血と、アジア績済 音程の政策効果皇アジア経済の回復

の回復などの影響で、緩やかな改善 などの影響で、緩や かな改善が抗い

が続いている。 ている。

政策態度 政府は、将来の公需の鈍化等が

暑気減速をもたらしかねないとの懸

政府は、公需かち民需へのバ トン

タッチを円滑に行い、景気を本格的
念を払拭しつつ、公需かち民需への な回復軌道に乗せていくとともに、
バ トンタッチを円滑に行い、景気を 2 1 世紀の 新たな発展基 盤を栄 くた

本格的な回復軌道に乗せてい くとと め、寓璽清新生対策を始めとす る詩編

もに、 2 1 世篤己の新たな発展基盤 を 策を推撞す る。

繁くため、先般決定した素量清新生対 なお、 1 2 月 1 9 日に平成 1 2 年

策を弓寅カに推進す る。 虚の実質経済成長率 を 1 ．0 ％程虚

と見込 んだ 「平成 1 2 年 虜の経済 見
通しと経済 運営 の基本的態麿」を闇

議了寮；L L　また、 1 2 再 2 4 日には

8 4 才R 9 ， 9 0 0 億 円 （前年 産当初
比3 ． 8 ％ 増） の平成 1 2 年 居一般

会計予算 （概算） 多聞議決骨 した。

（注）下線音別ま先月から変更した部分



【今月のトピック】　　磨討な成長が期待される世界宅済
1 ． アジア適貨 ・金融危橙から2 年半が経過し、世界経済は回復感向を強めてい る。

2 ．アメリカでは、先行きには不透明感もみられるものの、景気は拡大を続けている。ヨ

一口 ツバやアジアでも、景気は明るさを増している。

3 ．国際横間の見通しによれば、 2 0 0 0 年の世界経済は、各地域とも比較師高めの成長

が見込まれている。

（国府を関による経済見通し）

19 9 7年 高 8年

IM F O E C D ア シア開 発 董艮行
（如 年 9月 ） （9 9年 1 1月 ） （9 9年 1 1月 ）＿

19 9 9年 2∞ 0年 1 9 9 9年 2 0 0 0年 19 9 9年 2 0α〕年

世 界 経 済 　 4．2 2．5 3．0 3．5
O E C D 全 体 3 ．5 2．4 2月 2．9

ア メリ乃 4．5 4 3 3．7 2．6 3．8 3．1
日 本 1．6 ▲ 2．5 1．0 1．5 1．4 1．4
E U 1 5 か 国 2 ．5 2．7 2．0 2．7 2．1 2．8
ア シア ．6 ．1 2，3 5．3 5 ．4 5．7 5．7
（ア ジア N IE s） 5 ．6 ▲ 1．6 5：2 5 ．1 5．7 5．2
中 南 米 5 ．3 2．2 0．1 3 ．9

ロシ ア 0 ．8 ▲ 4 6 0．0 2 ．0 2 ．0 1．0

注1：工MFのアジア計には日本、アジアⅣ工Es，中央アジアは含まれていない。また、
アジア開発続行の
アジア計には日本は含まれていない。
注2：97年、98年のデータは、世界経済、中南米については工MF資締、OECD全体、

EU15か園については
OEC工）賛軋　アジア、アジアⅣIEsについてはアジア開発綿行資料、アメリカ、白

水、ロシアについては
各国統計を使月。

（出所：工MF“Worl d Eco nomi c Outl oo k対，OECD‘‘Ec o nc

ml c Outl ook”，アジア開発摂行“Asi a n Dev el opment

Ou tl oo k”，各国統計）

（参考：せ暴経済の名官GDP構成比（1997年））

（出所）経済企画庁「湾外経済データ」


